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取締役および監査役に対するストック・オプション報酬額の改定 

および新株予約権の内容変更に関するお知らせ 

 

  当行は、平成 23 年 5 月 13 日開催の取締役会において、平成 23 年 6 月 24 日開催予定の

第 108 期定時株主総会に「取締役および監査役に対するストック・オプション報酬額の改定

および新株予約権の内容変更の件」を付議することを決議しましたので、下記のとおりお知

らせいたします。 

記 

１．ストック・オプション報酬額改定の理由 

執行役員制度を導入することに伴い、取締役の員数を 20 名以内から 10 名以内に減員いたし

ますので、その取締役の員数を考慮し、取締役に対するストック・オプション報酬額を改定す

るものであります。 

 

２．取締役に対するストック・オプション報酬額改定の内容 

  現行の報酬額：年額１億５千万円以内（うち社外取締役分５百万円以内） 

  改定後の報酬額：年額７千５百万円以内（うち社外取締役分 750 万円以内） 

 

       なお、監査役に対するストック・オプション報酬額につきましては、平成 20 年 6 月 26

日開催の第 105 期定時株主総会においてご承認いただいた金額（年額２千万円以内）のま

まといたします。 

 

３．新株予約権内容変更の理由 

   取締役に対するストック・オプション報酬額の改定および執行役員制度の導入に伴い、「新

株予約権の個数および目的となる株式」「新株予約権の主な条件」を変更するものであります。 

 

４．新株予約権の内容 

   変更の内容は、別紙のとおりであります。 



（ご参考） 

１．新株予約権の内容（変更後） 

   ⑴ 新株予約権の総数および目的となる株式の種類および数 

      新株予約権の個数 取締役は 1,240 個（うち社外取締役分は 120 個以内）、

監査役は 330 個を１年間の上限といたします。 

      目的となる株式    取締役は当行普通株式 124 千株（うち社外取締役分は

12 千株以内）、監査役は当行普通株式 33 千株を１年間

の上限といたします。 

      新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下「付与株式数」という。）

は 100 株といたします。なお、当行が合併、会社分割、株式無償割当、株式

分割、株式併合等により、付与株式数を変更することが適切な場合は、必要

な調整を行うものといたします。 

    ⑵ 新株予約権の払込金額 

      新株予約権の割当日においてブラックショールズモデルにより算出した価

額を払込金額といたします。なお、新株予約権の割り当てを受けた者は、当

該払込金額の払込みに代えて、当行に対する報酬債権を相殺するものといた

します。 

     ⑶ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

      新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使によ

り発行または移転される株式１株当たりの金額を 1円とし、これに付与株式

数を乗じた金額といたします。 

     ⑷ 新株予約権を行使できる期間 

      新株予約権の割当日の翌日から 25 年以内といたします。 

   ⑸ 新株予約権の主な条件 

      新株予約権者は、当行の取締役、監査役および執行役員のいずれの地位をも

喪失した日の翌日から 10 日を経過する日までに限り、新株予約権を行使で

きるものといたします。 

   ⑹ その他新株予約権の内容 

      新株予約権に関するその他の内容については、新株予約権の募集事項を決定

する取締役会において定めることといたします。 

２． 執行役員制度の導入に併せて、当行の執行役員に対しても同様の株式報酬型スト

ック・オプション制度を導入する予定です。なお、平成 23 年５月 13 日開催の取締

役会において、既に執行役員 10 名（取締役を兼務する者を除きます。）を選任して

おります（就任は平成 23 年 6 月 24 日開催予定の当行第 108 期定時株主総会終結時

となります。）。 

３． 既発行のストック・オプションについても、執行役員制度の導入に伴い、上記と

同様に、新株予約権の行使条件を変更しております。 

 

 注： 当行は、平成 23年 4 月 27 日開催の取締役会において、「経営に関する意思決定機能および業

務執行監督機能」と「業務執行機能」を明確に分離し、コーポレートガバナンスの強化を図る

ことを目的として、執行役員制度を導入することを決議しております。なお、執行役員制度は、

平成 23 年 6月 24 日開催予定の当行第 108 期定時株主総会終結時をもって導入する予定です。 

 

                                                                                以  上 



 
 
 
  別紙  
                         （下線は変更部分を示します） 

現行新株予約権の内容 変  更  案 
⑴ 新株予約権の総数および目的となる

株式の種類および数 

 新株予約権の個数 

  取締役は 2,500 個（うち社外取締役分

は 80 個以内）、監査役は 330 個を１年

間の上限といたします。 

 目的となる株式 

  取締役は当行普通株式 250 千株（うち

社外取締役分は８千株以内）、監査役

は当行普通株式 33 千株を１年間の上

限といたします。 

⑸ 新株予約権の主な条件 

  新株予約権者は、当行の取締役および

監査役のいずれの地位をも喪失した

日の翌日から 10 日を経過する日まで

に限り、新株予約権を行使できるもの

といたします。 

⑴ 新株予約権の総数および目的となる

株式の種類および数 

 新株予約権の個数 

  取締役は 1,240 個（うち社外取締役分

は 120 個以内）、監査役は 330 個を１

年間の上限といたします。 

 目的となる株式 

  取締役は当行普通株式 124 千株（うち

社外取締役分は 12 千株以内）、監査役

は当行普通株式 33 千株を１年間の上

限といたします。 

⑸ 新株予約権の主な条件 

  新株予約権者は、当行の取締役、監査

役および執行役員のいずれの地位を

も喪失した日の翌日から 10 日を経過

する日までに限り、新株予約権を行使

できるものといたします。 
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